
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

支出等割合

38,378,530       

13,128,113       60,258,887       

-                       -                       

54,453,045                                                                

-                     

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。） 63,595,000                                                                

43                                                                   

40                                                                   

％ ％

40                    ％

都道府県決算（見込み）

管内市町村決算（見込み）

170,173,633                                                              消費者行政決算総額（見込み）

支出等額

43                    

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

25,475,724          26,523,967       

5,225,986         

都道府県 市町村 合計

-                       2,250,337           2,250,337         

事業名（事業メニュー）

-                       9,792,000         

73,387,000                                                                

-                       -                     

73,387,000       

4,684,296           

-                       

1,048,243           

合計

10,530,000          

１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業

115,720,588                                                              

うち、先駆的事業 9,792,000           

1,008,180         

541,690              

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

27,848,530          

1,008,180           

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

別　紙

％



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円

人日

法人募集型

事業実施自治体

自治体参加型

管内全体の研修参加・受入（実績）

人

人日 人日

事業実施自治体

人

県

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

人

人日

追加的総業務量（総時間）

1,051,458

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

萩市、長門市、柳井市、美祢市、周南市、山陽小野田市、周防大島町、上関町、田布施町、平生町

管内市町村 23,512.8

1,953

28

宇部市、山口市、萩市、岩国市、光市、長門市、柳井市、美祢市、周南市、山陽小野田市、周防大島町、和木町、上関町、田布施町、平
生町、阿武町

人

県

24,942,726

管内市町村 17

28

対象人員数
（報酬引上げ）

管内市町村

対象人員数計 追加的総費用

1

県 1



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

事業名（事業メニュー）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

基金
（交付金相当分）

合計

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

12,336,000
⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

事業経費

59

警告メッセージ付き通話録音装置の普及促進

先駆的事業（３事業）

1,048,302 - 

消費生活相談員等の研修参加に係る経費

事務補助員配置経費（賃金、共済費）

巡回指導に係る経費、専門家への報償等

事業（実績）の概要

事業の実績

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業経費
交付金等対象経費

773,000 773,000 541,690 541,690

1,058,000 122,000 931,000 1,051,458 1,048,243

5,617,000 5,617,000 1,008,180 1,008,121

738,000

12,336,000 9,792,000 9,792,000

1,101,000 1,101,000 738,000

交付金等対象経費

12,079,811 - 13,131,328 20,885,000 19,949,000 931,000 



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

研修参加・受入

実地研修受入人数

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

研修参加・受入要望

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

実施形態

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

実地研修受入希望人数

事業名（事業メニュー）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業 巡回指導に係る経費、専門家への報償費等

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

対象経費（実績）

人

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

年間研修総日数

法人募集型

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度ま
での充実・強化が対象。

人

人

人日

参加者数

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

実績

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

年間研修総日数
自治体参加型

参加希望者数

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 消費生活相談員等の研修参加に係る経費

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

事務補助員配置経費（賃金、共済費）

人日

増大する業務に対応する人員の配置により、効率的に業務を行った。

高齢消費者被害防止ネットワーク設置支援経費、学校における消費者教育の推進経費、食ロス削
減を通じた消費者教育経費

人日

人

事業計画

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

国民生活センター等主催の研修参加の支援をすることで、消費生活相談
員のレベルアップにつながった。

県の消費生活相談員等による市町への巡回指導を行い、市町のスキル
アップを図った。

年間研修総日数 人日

市町における高齢消費者被害防止ネットワークの設置促進が図られた。
アドバイザー派遣により、学校現場における消費者教育の推進が図られ
た。アイドルやスポーツチームを活用して、食ロスをテーマとした消費者教
育の普及が図られた。

警告メッセージ付き通話録音装置の普及促進経費

年間研修総日数

事業強化・機能強化の成果

普及啓発講座や商業施設等におけるキャンペーンにより、装置の普及が
図られた。



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

合計

292,500

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

宇部市、山口市、萩市、岩国市、光市、長門市、柳井市、美祢市、周南市、山陽小野田市、周
防大島町、和木町、上関町、田布施町、平生町、阿武町

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

386,000 386,000

34,087,550

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

事業名（事業メニュー）

1,043,000

実施市町村

6,071,680

下関市、宇部市、萩市、下松市、岩国市、長門市、柳井市、美祢市、周南市、山陽小野田市、
周防大島町、和木町、上関町、田布施町、平生町、阿武町

36,196

27,665,000

1,348,000

26,704,919

4,730,426

25,439,52831,053,680

29,843,540

6,048,000

27,350,550

166,17026,531,444

858,416 858,416山口市、美祢市、周南市

292,500

1,554,000

74,768,770 

宇部市、和木町

1,783,000

66,076,165 34,653,189 25,605,698 - 27,350,550 - 

4,684,296

725,000

1,542,8001,554,000

893,424 707,537

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

28年度
補正予算

1,542,800

事業の実績

交付金等対象経費

長門市、柳井市、美祢市、周防大島町、上関町、田布施町、平生町、阿武町

宇部市、山口市、下松市、岩国市、周南市、山陽小野田市

29年度
本予算

事業経費

交付金等対象経費

基金
（交付金相当分）

事業経費
基金

（交付金相当分）

下関市、宇部市、山口市、萩市、下松市、岩国市、光市、長門市、柳井市、美祢市、周南市、
山陽小野田市、和木町

37,726,000 



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

消費生活センター設置に伴う、住民への周知やセンターの機能整備に必要な備品を整備することで、センターの機能強化につながった。

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

事業名（事業メニュー）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

うち管内の市町村合計

交付金分

うち都道府県

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

高齢者世帯等への被害防止グッズの配布や訪問を行った。

-                                   

円

警告メッセージ付き通話録音装置の貸出を行うことにより、高齢者被害防止を図った。

13,128,113            円

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

73,387,000            

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

うち都道府県

-                                   

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

円

円

相談員の増員等相談体制の整備が図られた。

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

事業強化・機能強化の成果の概要

60,258,887            

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

国民生活センター等主催の研修参加を支援することで、消費生活相談員のレベルアップにつながった。

円

弁護士に相談できる体制を整備したことで、高度で専門的な消費生活相談の解決が図られた。

円

高齢者等の被害防止のための出張講座を開催することで、消費者教育推進の機運が高まり、消費者の自立につながった。

-                                   

交付金相当分

うち管内の市町村合計



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

26,363,849           

1,048,243

円

円

円

円

89,403,788        

24,109,856        

円16,016,788        

31,351,845 円

28,608,048       

円円

円

80,769,845          

うち管内市町村

うち管内市町村

④③を含めた交付金等対象外経費

うち都道府県

うち管内市町村

うち都道府県

うち交付金等対象の賃料、人件費等

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額 80,769,845          円

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象経費

170,173,633          

円

円円54,554,686

115,720,588          円 円

対平成２０年度差

円

今年度

31,351,845          

円

円

円 41,324,932

円

48,373,792円

円 円

円円

円

うち交付金等対象外経費 49,418,000

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象の賃料、人件費等

49,418,000          

前年度平成２０年度

25,315,60627,489,932 円

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

円

-69,873            

54,453,045           

うち都道府県

うち都道府県

72,600 円

円

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち先駆的事業

うち交付金相当分取崩対象外経費 60,046,005

52.1

55,461,701

114,600,691     

①都道府県の消費者行政決算見込み額 64,089,106       

1,118,116

15,715,314

円

円

円

3,117,000          

5,704,201          

円

-8,093,068        

円

円

1,119,897          

円

-8,516,164        円

円円

円

円

166,380

60,258,887           

93,780              

93,780              

-4,584,304        

24.1

％

-11,633,164      

円

円

-2,244,199        

円

-3,146,000        

-2,174,326        

円-7,048,860        

43.1

うち管内市町村

円

円

うち交付金等対象経費

円円

13,128,113           円-2,587,201        

円

-                     

5,035,045          

円

84,368,743        

-                     

-9,636,061        

-3,146,000        

対前年度差

％

うち交付金等対象外経費

41,324,932          

円

うち都道府県

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点） -                       

12,938,000       

人

％

55,461,701          

人

円

うち管内市町村

178,689,797     

うち先駆的事業

70,270,000       

うち先駆的事業

円

人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） -                       

円

円

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点） -                       人

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

人

円

人

円

円

96,786,633          

96,786,633           

9,792,000             

0

円

円

73,387,000           

166,380               

108,419,797     

72,600             

円

円

12,938,000 円 9,792,000

円 円



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

円

円

円

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

-                                         

今年度の基金積戻し額（交付金相当分）

うち定数内の相談員

-                                         

設置当初の基金残高（交付金相当分） 450,000                                

人

今年度末実績 相談員総数 7

相談員総数

人

相談員総数

人

うち定数外の相談員

うち委託等の相談員 前年度末

前年度末

①報酬の向上

人 今年度末実績相談員総数

④その他

人前年度末

円

消費生活相談員の配置 7 相談員総数今年度末実績

相談員総数 7

相談員総数

円

円

前年度末の基金残高（交付金相当分）

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

人

人

相談員総数 7

前年度末 今年度末実績

人

処遇改善の取組 具体的内容

②研修参加支援

③就労環境の向上

消費生活相談員が様々な研修に容易に参加できるような取組を行った。



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

人相談員総数

0 人

相談員総数32 人

1人

相談員総数 3

今年度末実績

3うち委託等の相談員

今年度末実績

前年度末

うち定数外の相談員 32前年度末

人 今年度末実績

消費生活相談員の配置 人

宇部市、山口市、柳井市、美祢市、周南市、山陽小野田市、周防大島町、上関町、田布施町、平生町
・報酬の増額等を行った。

前年度末 相談員総数

下関市、宇部市、山口市、萩市、下松市、岩国市、光市、長門市、柳井市、美祢市、周南市、山陽小野田市、周防大島町、和木町、上関町、田布施町、平生町
・消費生活相談員が様々な研修に参加できるよう支援した。

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人相談員総数 36前年度末

うち定数内の相談員

相談員総数 人

相談員総数 35

宇部市、山口市、柳井市、美祢市、周防大島町、上関町、田布施町、平生町
・相談員の増員等による相談窓口の環境整備を行った。

今年度末実績 相談員総数

③就労環境の向上 ○

④その他 ○

②研修参加支援

○①報酬の向上

○

柳井市、周防大島町、上関町、田布施町、平生町
・相談対応の基礎資料等の充実や、相談員の正規雇用に向けて、広域における実績報告書を作成した。


